
 

 

を超える時間外労働に対す

る割増賃金率を５割以上の

率とする規定が適用される

ことに伴い、「代替休暇」の

規定も適用されることにな

ります。 

代替休暇とは、１カ月に 60

時間を超えて時間外労働を

行わせた労働者について、労

使協定により、法定割増賃金

率の引上げ分の割増賃金の

支払いに代えて、有給の休暇

を与えることができるもの

です。 

労使で協定すべき事項と

しては、月 60 時間を超えて

労働させた時間数に対して、

何時間の代替休暇を与える

かという計算方法や、代替休

暇の単位（１日または半日）

などがあります。 

そのほか、制度の導入に際

しては、個々の労働者が実際

に代替休暇を取得するか否

かは、労働者の意思によるこ

と、労使協定の締結により代

替休暇を実施する場合には、

代替休暇に関する事項を「休

暇」として就業規則に記載す

る必要があることにも留意

しましょう。 

 

 

 

 

 

有休取得率の上昇 かつ

てと今 
 

厚生労働省の令和４年就

労条件総合調査が公表され、

令和３年の年次有給休暇の

平均取得率は 58.3％と、昭和

59 年以降では過去最高とな

ったそうです。 

労働者一人平均では 17.6

日の年次有給休暇が付与さ

れ、10.3 日が取得されまし

た。また、年次有給休暇の計

画的付与制度がある企業割

合は 43.1％で、付与日数は

「５～６日」という企業が

71.4％と、最も多くなってい

ます。 

 

◆取得率上昇の背景は 

今回、有休の取得率が最高

となったのは、背景にコロナ

禍があるのかもしれません。

また、2019年４月の労基法改

正により、年５日以上の有休

取得が義務化されたことも

大きいでしょう。 

 

◆前回取得率が高まったの

は平成３～４年ごろ 

平成３～４年ごろの世界

情勢としては、イラクのクウ

ェート侵攻・湾岸戦争、ソ連

の解体などがあり、国内では

フリーターの増加などが問

題となっていたり、雇用過剰

感が高まり失業者数が増加

したりした時期です。こう見

ると、景気の後退期に取得率

が上昇するという見方もでき

るかもしれません。 

また、昭和 63 年に労基法

が改正（法定労働時間が１週

40 時間、1 日 8 時間に）され、

労働時間短縮の流れが続いて

いる時期であったことも大き

な要因でしょう。 

 

◆前々回に高かったのは昭和

59 年ごろ 

これまで取得率が最高だっ

たのは、昭和 59 年ごろです。

景気は比較的安定していたよ

うです。この時期は週休二日

制が拡大していく時期であっ

たことが、取得率の高さの背

景にあるかもしれません。 

 

これらを見ると、昭和と平

成以降とでは、世界が違って

いるような感じがしますが、

背景に労働時間等に関する法

律改正があることは共通して

います。 

年次有給休暇や労働時間に

関する規定だけではなく、そ

の他の規定についても、自社

の就業規則や社内体制に昭和

や平成の時代のものが残って

いないか、一度チェックして

みましょう。見直しについて

は、弊所にお気軽にご相談く

ださい。 

 

 

度が適用されずに再度の申

請ができたり、申請書類が

簡素化されたりする等の措

置が、令和４年 12月から令

和５年３月の間、講じられ

ます。 

 しかしながら、これまで

新型コロナ特例を利用せ

ず、令和４年 12月以降新規

に雇用調整助成金を利用す

る事業主は、経過措置では

なく通常制度による申請を

行うため、生産指標の要件

等、通常制度の要件に該当

する必要があります。 

 

◆令和４年 12月から新たに

コロナを理由として雇用

調整助成金を申請する場

合の要件緩和 

その場合でも、令和４年

12月１日から令和５年３月

31日までの間、支給要件が

一部緩和されます。具体的

には、計画届の提出が不要

とされたり、休業や教育訓

練の延べ日数から時間外労

働の日数を差し引く残業相

殺が行われなかったりする

ほか、一部の労働者を対象

とした短時間休業も助成対

象となります。 

 

 

中小事業主も月 60時間

超えの時間外労働割増率

が５割以上に 
 
◆猶予措置の廃止 

令和５年４月１日から、月

60 時間を超える時間外労働

に対する割増賃金率を「５割

以上の率」とする規定が、中

小事業主にも適用されるこ

とになりました。 

もともと、使用者が時間外

または休日労働させた場合

には、２割５分以上５割以下

の率で計算した割増賃金を

支払わなければなりません

でしたが、2010年４月１日施

行の改正により、月 60 時間

を超えた場合は、５割以上の

率で計算した割増賃金を支

払わなければならないとさ

れていました。 

ただし、この改正は中小事

業主（労働者の数が 300 人

（小売業については 50 人、

卸売業またはサービス業に

ついては 100人）以下）であ

る事業主には適用が猶予さ

れていたのですが、令和５年

４月１日からは適用される

ことになりました。 

 

◆代替休暇の規定も適用 

中小事業主にも月 60 時間

雇用調整助成金の特例措

置が終了します 

 

◆12月以降は通常制度によ

る支給となります 

 雇用調整助成金の支給上

限額引上げや助成率引上

げ、提出書類の簡素化等の

特例措置が、有効求人倍率

の回復等を理由に終了し、

令和４年 12月以降、通常制

度による支給となります。

そのため、１日あたり支給

上限額は一律 8,355円とな

ります。 

 

◆特に業績が厳しい事業主

に対する経過措置が設けら

れます 

 ただし、特に業績が厳し

い事業主については、令和

５年１月 31日まで１日あた

り支給上限額を 9,000円と

する経過措置が設けられま

す。助成率も、令和３年１

月８日以降解雇等を行って

いない場合は 10分の９（大

企業は３分の２）となりま

す。 

 

◆令和５年２月以降はどう

なる？ 

 原則どおりの扱いとなり

ますが、クーリング期間制
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